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1．はじめに 

 我が国における交通部門からの二酸化炭素総排出量は

産業部門に次いで二番目に多い 2 億 3,200 万トンとなっ

ており、これは全体の 11 億 9,200 万トンの 2 割を占め

ている 1）。そのうち、交通手段選択における自動車交

通の割合が全体の 9 割近くを占めており 2）、今では自

動車が人々の生活に欠かせないものとなっている。しか

し、これらが原因となり、環境負荷などの観点から見て

も今後も削減が必要である。 

 また、発展途上国は先進国が成長してきたことと同様

にこれからも高度成長を続け、環境の悪化を加速させる

ことが予測できるため、先進国の経験を発展途上国に活

かす必要がある。 

 そこで本研究では、先進国である我が国の札幌市と発

展途上国であるベトナムのハノイ市の通勤交通に着目し、

モザイクプロットを用いて、動力源付き交通モードを比

較し考察を行った。 

 

2. 分析対象二都市の概要 

2.1 エネルギー消費量と人口密度 

図－1 に世界各都市の一人当たり年間ガソリン消費量

及び都市人口密度の関係図を示す 3)。人口密度が低い北

米地域ではエネルギー消費量が多く、次いで欧州、日本、

アジアという順にガソリン消費量が低下する関係が示さ

れている。環境負荷などの観点から都市の人口密度は交

通起因する消費エネルギー量を決定づける大きな要因と

なる。仮にアジア途上国諸都市が経済成長に伴い自動車

利用を増加させ，郊外開発を加速させた場合、都市の人

口密度が低下し、一方で都市内の移動距離が増大するこ

とから、将来の低炭素都市を構築するうえで得策ではな

い。 

本研究では将来のアジアの発展途上国のモビリティの

進化の方向性を検討するための基礎資料を得るために、

アジアの途上国からハノイ、また人口減少局面に突入し

た札幌の両都市のトリップ属性を比較する。  

 

2.2 札幌市の概況 

 札幌市は、人口が 1,911,600 人と全国の市の中で 4 番

目の人口を有する北海道の政治・経済の中心的都市であ

る。札幌市は、自動車交通の増加によって数多くの問題

が起きており、過度に自動車に依存するライフスタイル

への懸念も高まりつつある。多様な都市活動を支える新

しい時代の交通システムの早期実現が望まれており、特 

 
図－1 newman&kenworthy曲線(楕円部筆者加筆) 

 

に都心部では、札幌市の、そして北海道の顔と言える地

区であり、市民のみならず観光客など来街者のためにも、

快適な自動車交通を実現し、都心再生のための交通施策

の展開が求められている 4) 。 

 

2.3 ハノイ市の概況 

 ハノイ市は、人口 6,500,000 人を有するベトナム北部

に位置する同国の首都である。国内の工業の中心地で、

農産物の集散地ともなっている。経済発展と同時に都市

化が激しく進行しており、経済成長による恩恵を受ける

一方で、交通混雑の深刻化、交通事故の増大、住環境の

悪化、環境問題の進行などの影響も大きくなっている 5)。 

 

3. 二都市のトリップ特性の比較 

3.1 「交通手段－トリップ目的」モザイクプロット 

札幌市及びハノイ市における「交通手段別・トリップ

目的別」モザイクグラフを作成することによって、エン

ジン等の動力源が備え付けられている交通モードの構成

比を目視で比較することが可能である。 

使用したデータは JICAから提供されている「都市交

通分野の開発調査における交通調査統合データ」を用い

た。札幌に関しては、道央都市圏パーソントリップデー

タ（2006）を用いた。図－2が札幌市、図－3がハノイ

市のモザイクプロットである。図中、赤が動力源付き交

通モードとなる。 

図－2,3からわかるとおり、全交通手段中、動力源付

き交通モードが全トリップの 5～6割近くを占めている
6)ことがわかる。通勤トリップに着目すると、札幌市は 
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図－2 全トリップに関する交通手段別・トリップ目的

別プロット(札幌市) 

 

 

図－3 全トリップに関する交通手段別・トリップ目的

別プロット(ハノイ市) 

 

自動車、ハノイ市はオートバイが交通手段で多く利用さ

れている。 

札幌市では徒歩、自転車でのトリップが比較的少ない

が、ハノイ市では 5割近くを占めている。 

また、札幌市は動力源付き交通モード以外にも利用で

きる交通手段として地下鉄と近郊鉄道があるが、ハノイ

市ではこのような公共交通を利用したトリップは調査年

次ではほぼ皆無である。 

 

3.2 通勤目的における累積分布曲線 

次に、日々繰り返される通勤トリップに着目して，札

幌市の通勤目的自動車利用トリップの累積分布、ハノイ

市の通勤目的自動車及びオートバイの累積分布を図－4

に示す。この曲線は、横軸にゾーン間距離を取り、縦軸

には累積トリップ数を取った。 

 図－4を見ると、「ハノイ－オートバイ」が累積トリ

ップ数及び距離において高い数値を示し、「ハノイ－自

動車」のトリップ数は少なく、移動距離も短い結果とな

った。また、札幌市及びハノイ市の共通点として、移動

距離10km圏内では累積トリップ数に大きな変化がみら

れるが、10kmを超えると累積トリップ数が低減した。 

 

4. 考察及びまとめ 

本研究では、札幌市及びハノイ市におけるPT調査デー

 

図－4 累積分布曲線 

 

タを用いて動力源付き通勤トリップに着目して基礎的な

分析を行った。 

札幌市の場合、自動車利用通勤トリップは、1972年

から 2006年にかけて総量は増加したが平均トリップ長

は短縮化されたことが既存論文により指摘されている 7)。

ハノイのケースでは、現在のところオートバイにより短

い通勤距離圏が形成されているが、より道路空間を占有

する自動車の普及が都市圏内部で進むと、通勤距離は増

大化し、また渋滞による通勤時間の増大が懸念される。 

今後ますます経済成長が予想されるハノイ市では、道

路整備の充実と自動車トリップのシェア増加、それに比

例して動力源付き交通モードでのトリップ数が増加し、

二酸化炭素排出量も増加することが予想されるため、今

後は先進国の取り組みとして、①公共交通機関を発展途

上のアジア諸国に反映していくこと、②徒歩、自転車で

の移動に馴染みがある今、コンパクトなアクセシビリテ

ィの高い交通環境を今後も継続していくこと、③オート

バイから自動車の間に位置するパーソナルモビリティの

導入を検討すること、等が挙げられる。 
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